
 

 

 

・本資料はお客さまへの情報提供を目的としたものであり、特定の有価証券の売買あるいは取引の誘引を目的としたものではありません。 

・本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づいて作成されていますが、当社はこれらの情報が正確であるとの保証をするものでは 

ありません。 

・本資料は 2025年 8月 1日時点で施行されている法律等に基づき作成されたものであり、今後予告なく変更する可能性があります。なお、  

本資料が提供する情報は一般的な前提に基づいておりますので、個別具体的な事象に適用する場合、お客さまの責任において税務署、 

税理士等の専門家にご相談ください。                                         （外） 

Ｆ Ｐ 情 報 
 

割引債の源泉徴収（個人） 
 

 居住者等の個人の割引債の譲渡及び償還による所得は、原則として、上場株式等の譲渡所得等

として、所得税及び復興特別所得税 15.315％と住民税 5％の合計 20.315％の申告分離課税です。 

 一般口座内で割引債（注１）が償還した場合、実際の償還差損益に関わらず、「償還金額×みなし

割引率（注２）×税率（20.315％）」の金額が源泉徴収されます。よって、割引債の償還は原則とし

て確定申告（注３）が必要であり、申告時に、実際の償還差損益に基づき納付すべき税額を計算し、

償還時に源泉徴収された税額が過大である時は、納付すべき税額から控除する（あるいは還付を

受ける）ことになります。一般口座内の外貨建て割引債は、円換算で損失となった場合でも、み

なし割引率を適用して源泉徴収が行われる点にご留意ください。 

 特定口座内で償還した場合は、みなし割引率の適用はなく、特定口座上の取得価額に基づき償

還差損益が計算されます。また、源泉徴収ありの特定口座での償還は、譲渡益税が源泉徴収され

るため、申告不要を選択することができます。 

（注１）以下の①～④の公社債です。 

①割引の方法により発行された公社債（発行時源泉徴収済のものを除く） 

②分離元本公社債 

③分離利子公社債 

④発行価額が額面金額の 90%以下の利付公社債 

（注２）みなし割引率は下表のとおりです。 

 
みなし割引率 源泉徴収税率(20.315％) 

発行から償還までの期限が 1年以内

（分離利子公社債を除く） 
0.2％ 償還金額の 0.04063％ 

発行から償還までの期限が 1年超及び

分離利子公社債 
25％ 償還金額の 5.07875％ 

（注３）証券会社より『特定割引債の償還金の支払通知書』または『特定口座年間取引報告書』を交付

します。 

    特定口座 
一般口座 

源泉徴収あり 源泉徴収なし 

償還差損益 

（譲渡所得） 

償還金額－取得価額 

（自動的に計算される） 

償還金額－取得価額 

（自分で計算する） 

償還時源泉徴収 

特定口座で計算された 

償還差益に対して 

源泉徴収 20.315％ 

されない 

みなし償還差益に 

対して源泉徴収 

（償還金額×みなし割引率 

×20.315％） 

確定申告の要否 不要（申告も可） 原則必要 原則必要 

確定申告時の税率 20.315%（所得税 15.315%・住民税 5％）の申告分離課税 

交付書類 年間取引報告書 支払通知書 

 


